

ＤＰＩ東京、ホームヘルプで都福祉局と意見交換する

　厚労省が来年度予算編成に向けて、ホームヘルプの事業運営の見直しを団体側に提案したが、「検討会の中で議論すべきこと」と団体側は受け入れず、白紙となる状況の中で、去る12月22日（月）ＤＰＩ東京は役員を中心に、東京都福祉局芦田在宅福祉課長、小川係長などと意見交換を行った。

　芦田課長は、「国の予算不足が明らかとなり、都として国に早速要望書を出し、財源確保を求めた」また来年度予算に向けた見直し問題に対しては「グループホーム問題については白紙撤回を、ホームヘルプについては、加算問題や、移動介護の日常生活支援への一本化など、ある程度都の主張が受け入れられた部分もあり、それについては評価した内容とした」と述べた。ＤＰＩ東京から「私たちとしても評価できる部分もあるが、全国的に見ると、移動介護を薄く引き延ばして使っている実態もあるので、基準単価を低く見直すのは問題がある」という意見をした。

　都としては「支援費制度により利用が大幅に伸びることを見込み、今年度予算で４２％増としたが、来年度予算については約９％増を要求している」と課長は述べた。

　町田市で暮らす仲間からは、「今なお従来からホームヘルプを受けていた人と、新規の申請者とは明確に基準が違う」ことが訴えられた。「市は国が２分の１を補助しなかった場合のことを想定しており、もしそうなった場合、都は財政支援するか」の問いに対して、「それは無理。全体の４分の１を補助することになろう」と述べた。

　また課長からは「国の検討会で、日常生活支援、知的障害者の移動介護、視覚障害者のコミュニケーション介護など、ワーキンググループが設置されることになり、都としても参加要請を受けた」との発言があった。これに対してＤＰＩ東京からは「当事者と十分協議をした上、都としての考えをまとめるよう」に求めた。

　懸案事項の「取扱要領（案）」については、課長は「都の原案で市区などと協議している。『医療行為ついては、国の考え方より進みすぎているのではないか』『移動の介護の社会奉仕活動の範囲が広すぎる』などの意見が出ている。しかし“自立生活センターを明記”することについては難色を示している自治体が多い」と述べた。

　最後に課長から重度脳性マヒ者介護人派遣事業について、「現在原則として他人介護としているが、実態として９０％が家族を介護人として登録している実態を考え、原則として家族介護というように変え、他人介護の場合は支援費を利用してもらうようにしたい」との考え方を明らかにした。

　これに対してＤＰＩ東京は、「障害者本人の自立という観点で制度がつくられるべきである」と基本的な考えを示し、障害者本人の意思や生活を無視した家族手当とならないよう求めた。









